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≪滞納処分の事務の流れ≫  

20日頃  ※時効の中断（P73）  

（前月分）  

納入告知書発送  

月末  

（前月分）  

納付期 限  

（月）  

J 口座振替不能事業所に電話  

10日頃  ※新規滞納事業所に対し、電話等により納付の督励を行   

う。（P3、17）  
督促状発送  

20日頃  ※未納事業所一覧等を作成し、未納事業所を把握する。  

※事業所の過去の状況等も勘案し、電話督促、事業所   

臨場、来所連射］送付等の検討を行う。  

※呼び出しにより事業主と面談し、滞納保険料等の領収、   

納付受託、納付計画の策定等を行う。（P4、18）  

督促指定期限  

J滞納処分が可能  

来所通知発送  

1領収、納付受託、納付計画策定  
※来所しなかった事業所に、電話により納入を確認し、   

未納の場合は納入約束又は来所を指示する。（P4、18）  

電 話 連 拍  

1 納入約束、来所指示  

※電話により連絡が取れなかった事業所に臨場し、事業   

主等と直接面談のうえ滞納保険料等の領収等を行う。   

定  

※納入計画が策定できない事業所や約束不履行の事業所   

に対し、預金残高や売掛金等の財産調査を行う。   

（P7、24）  

※納入がない事業所や約束不履行の事業所に対し、最終   

呼び出しを行う。（P4、18）  

事業所へ臨場  

1 領収、納付受託、納付計画策  

財 産 調 査  

1 銀行、売掛先等調査  

差押予告通知  

1領収、納付受託、納付誓約、債務承認  

※納入がない事業所や約束不履行の事業所に対し、財産   

の差押えを行い、債権の確保を図る。（PlO、36）  
差押え執行  

J納入十解除、取立、換価→充当  

※差し押さえるべき財産がない場合等は、滞納処分の執   

行停止を行う。執行停止後は、定期白引こ財産調査を行   

う。（P68）  

※滞納処分の執行停止後、保険料等の納付義務の時効が   

成立した場合等は、不納欠損処理を行う。   

執 行停止  

J 財産なし  

不納欠損  
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第1 滞納整理の基本的な甘又組  

1．基本姿勢   

社会保険事務所は、我が国の社会保障制度の中核を担う第一線機関である。   

健康保険、厚生年金保険及び船員保険の事業所及び被保険者等の記録の適  

正な管理や保険給付にかかる支払事務を適正かつ円滑に処理する羊とにより、  

社会保険制度を女定的に運営するとともに、国民サービス向上のための施策   

の充実を図ってきたところである。   

しかしながら、長引く景気の低迷や一層進行する少子高齢化等により、社  

会保険制度の財政は悪化しており，制贋に対する国民の不安が高まってきて   

いる。   

景気の低迷が琴因キな・り、事業主の保険料負担能力が低下している状況の   

中で、滞納整理の業務においては、滞納事業所に対する配慮と厳正な職務遂  

行という葛藤の中で、常に難しい判断を迫られる場面が発生してくる。   

このよ 

金保険法及び船員保険法に基づき、鱒正に職務を遂行する立場にあるという   

ことである。   

つまり、経済状況が低迷し、事業主が厳しい事業運営を強いられているこ   

とは事実であり、滞納整理にあたっては事業に対し最大限の配慮をしなけれ  

ばならないが、我々は最終的に保険料を確保しなければならない立場にあり、  

事業所がどのような状況であったとしても、立場上最終的に譲れない一線が   

あるということである。   

また、．事業主という立場を考えれば、社会保険料は必要な経費の一部であ   

り、事業を継続する以上それを工面することは、従業員の報酬を確保するこ  

とと同様に事業主の重要な仕事のひとつである。   

我々としては、 

増え続ける滞納事業所を放置することは、滞納をしていない事業主等の不  

信感を拡大させ、国民の社会保険制度に対する信頼が失われるばかりでなく、  

社会保険方式の在り方等、制度そのものの改革が求められることになる。   

これらのことを踏まえ、徴収事務を遂行するにあたっては、安易な同情や  

悪質な滞納事業所の放置又は職員自身のあきらめを許さず、長期的に安定し  

た制度の運営が行えるよう、正義感と使命感をもって事務の執行に努めなけ  

ればならない。   
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